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○和歌山市都市公園条例施行規則 

平成３年３月２６日 

規則第１８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、和歌山市都市公園条例（昭和３３年条例第２５号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（行為、公園施設の設置及び管理並びに占用の許可申請書並びに許可書） 

第２条 次の各号に掲げる申請書の様式は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）条例第３条第２項の許可申請書 都市公園内行為許可申請書（別記様式第１号）又は指定

管理者が定める行為の許可に係る申請書 

（２）都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）第５条第１項前段の許可申

請書 公園施設設置許可申請書（別記様式第２号）又は公園施設管理許可申請書（別記様式

第３号） 

（３）法第６条第２項の許可申請書 都市公園占用許可申請書（別記様式第４号） 

（４）条例第３条第３項、法第５条第１項後段又は法第６条第３項の許可事項変更申請書 都市

公園許可事項変更申請書（別記様式第５号）又は指定管理者が定める許可事項の変更に係る

申請書（条例第３条第３項の規定による申請に限る。） 

２ 次の各号に掲げる許可は、それぞれ当該各号に定める許可書を交付することにより行う。 

（１）条例第３条第１項の規定による許可 都市公園内行為許可書（別記様式第６号）又は指定

管理者が定める行為の許可に係る許可書 

（２）法第５条第１項前段の規定による許可 公園施設設置許可書（別記様式第７号）又は公園

施設管理許可書（別記様式第８号） 

（３）法第６条第１項の規定による許可 都市公園占用許可書（別記様式第９号） 

（４）条例第３条第３項、法第５条第１項後段又は法第６条第３項の規定による許可 都市公園

許可事項変更許可書（別記様式第１０号）又は指定管理者が定める許可事項の変更に係る許

可書（条例第３条第３項の規定による許可に限る。） 

（軽易な変更） 

第３条 条例第３条第３項ただし書に規定する規則で定める軽易なものは、次のとおりとする。 

（１）物品の販売その他これらに類する行為をする場合において、販売品目等の類似のものへの

変更 

（２）業として写真、映画等の撮影をする場合において、撮影のための人員の軽微な変更 

（３）興行を行う場合において、その予定収容人員を減ずる変更 

（４）競技会、撮影会等の催しを行う場合において、その予定参集人員を減ずる変更 

（有料施設の使用許可申請及び使用許可） 
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第４条 条例第６条の３第１項の規定による申請は、有料施設使用許可申請書（別記様式第１１

号）又は指定管理者が定める有料施設の使用に係る申請書（以下「使用許可申請書」という。）

によらなければならない。 

２ 条例第６条の３第１項の規定による許可は、有料施設使用許可書（別記様式第１２号）又は

指定管理者が定める有料施設の使用に係る許可書を交付することにより行うものとする。 

３ 第１項の規定は、申請事項を変更する場合に準用する。 

（入館券等の交付） 

第５条 和歌山城歴史資料館に係る使用料を納付した者に対しては、和歌山城歴史資料館入館券

（別記様式第１２号の２）を交付する。 

２ 和歌山城公園駐車場を使用しようとする者は、入場する際に発券所において駐車券（別記様

式第１３号）の交付を受けなければならない。 

（有料施設の使用許可申請書の提出期限等） 

第６条 有料施設のうち庭球場及び運動広場にあっては市長が、市民球場及び和歌山東公園体育

館にあっては指定管理者が、使用許可申請書の提出期限（次項において「提出期限」という。）

を定めることができる。 

２ 前項の提出期限を定めた場合は、当該提出期限までに到達した使用許可申請書は、同時に到

達したものとみなす。 

３ 前項の場合において、市長又は指定管理者は、使用許可順位を抽選により定める。 

４ 前項の抽選を行う場合には、申請者は立ち会わなければならない。 

（使用料の減免） 

第７条 条例第１１条の規定による使用料の減額又は免除は、次のとおりとする。 

（１）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法

律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園の園児、幼稚園の幼児、小学

校（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）の児童又は中学校（義務教育学校の後期

課程を含む。以下同じ。）、高等学校若しくは中等教育学校の生徒が、教育課程に基づく学

習活動として教職員に引率されて都市公園（和歌山城歴史資料館、和歌山城公園駐車場及び

紅葉渓庭園茶室の立礼室を専用しない場合を除く。）を使用する場合 使用料の５割に相当

する額の減額 

（２）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体障害者手帳の

交付を受けている者、療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の

規定により療育手帳の交付を受けている者、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号）第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者又は社会福祉関係団体が条例別表第１に掲げる庭球場、運動広場及び体育館を使用する

場合 使用料の５割に相当する額の減額 
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（３）身体障害者福祉法第１５条の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者、療育手帳

制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けている者又は精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が運転し、又

は同乗している自動車（バスを除く。）が和歌山城公園駐車場を使用する場合 使用料の５

割に相当する額の減額 

（４）和歌山城条例（昭和３３年条例第４１号）第６条第１項の規定により入場料を納付した者、

同条例第８条の規定により入場料を免除された者、小学校就学前の者及び小人（同条例別表

備考２に規定する小人をいう。）が和歌山城歴史資料館に入場しようとする場合 免除 

（５）国、地方公共団体又は公共的団体が公共又は公用に都市公園を使用する場合 免除 

（６）その他市長が特別の理由があると認める場合 使用料の５割に相当する額の減額又は免除 

２ 条例第１１条の規定により使用料の減額又は免除を受けようとする者は、都市公園使用料減

額、免除申請書（別記様式第１４号）を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定は、使用料の減額又は免除を受けようとする者が第１項第３号又は第４号に規定

する者である場合については、適用しない。この場合においては、同項第３号に規定する者で

あるときにあっては同号に規定する身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を

和歌山城公園駐車場の使用後に、同項第４号に規定する者であるときにあっては同号に規定す

る者であることを明らかにすることができる書類を和歌山城歴史資料館に入館する際に市長に

提示しなければならない。 

（使用料の還付） 

第８条 条例第１２条ただし書の規定による使用料の還付は、次のとおりとする。 

（１）都市公園の使用の許可を受けた者の責めに帰することのできない理由によりその使用がで

きなくなった場合 全額 

（２）市長が公益上の都合により都市公園の使用許可を取り消した場合 全額 

（３）市長が条例第１４条第２項の規定により使用許可を取り消した場合 全額 

（４）都市公園の使用の許可を受けた者が使用許可の取消しを申し出た場合で、市長が相当の理

由があると認めたとき 半額 

２ 条例第１２条ただし書の規定により使用料の還付を受けようとする者は、都市公園使用料還

付申請書（別記様式第１５号）を市長に提出しなければならない。 

（利用料金の後納） 

第９条 条例第１２条の２第５項ただし書の市長が定める基準は、次のとおりとする。 

（１）国、地方公共団体又は公共的団体が使用する場合において、利用料金を前納できない理由

があること。 

（２）その他市長が特別の理由があると認めること。 

（利用料金の減免） 
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第１０条 条例第１２条の３の規定による利用料金の減額又は免除は、次のとおりとする。 

（１）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に

規定する幼保連携型認定こども園の園児、幼稚園の幼児、小学校の児童又は中学校、高等学

校若しくは中等教育学校の生徒が、教育課程に基づく学習活動として教職員に引率されて使

用する場合（体験農園及びシャワー室を除く。） 利用料金の５割に相当する額の減額 

（２）身体障害者福祉法第１５条の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者、療育手帳

制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けている者、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者又は社会福祉関

係団体が使用する場合（体験農園、シャワー室及びつつじが丘総合公園を除く。） 免除 

（３）国、地方公共団体又は公共的団体が公共又は公用の目的で使用する場合（体験農園、シャ

ワー室並びにつつじが丘総合公園テニスコート、多目的球技場及びスケートボード場を除

く。） 免除 

（４）本市の農業関係団体が四季の郷公園緑花果樹苑四季さい館研修室、会議室、実習室又は調

理実習室を使用する場合で、入場料又はこれに類するものを徴収しないとき 免除 

（５）本市の地域住民が組織する公共的団体が四季の郷公園緑花果樹苑四季さい館研修室、会議

室、実習室又は調理実習室を当該団体の会議等で使用する場合 免除 

（６）幼稚園、小学校、中学校、高等学校若しくは中等教育学校の幼児、児童若しくは生徒又は

これらに準ずると認められる者が、つつじが丘総合公園（スケートボード場を除く。）をア

マチュアスポーツに使用する場合 利用料金の５割に相当する額の減額 

（７）身体障害者福祉法第１５条の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者、療育手帳

制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けている者又は精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者がつつじが丘

総合公園を使用する場合 利用料金の５割に相当する額の減額 

（８）その他市長が特別の理由があると認める場合 利用料金の５割に相当する額又は免除 

２ 条例第１２条の３の規定により利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、指定管理者

が定める利用料金減額又は免除に係る申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

（利用料金の還付） 

第１１条 条例第１２条の４ただし書の規定による利用料金の還付は、次のとおりとする。 

（１）都市公園の使用の許可を受けた者の責めに帰することのできない理由によりその使用がで

きなくなった場合 全額 

（２）指定管理者が公益上の都合により都市公園の使用許可を取り消した場合 全額 

（３）指定管理者が条例第１４条第３項の規定により使用許可を取り消した場合 全額 

（４）都市公園の使用の許可を受けた者が使用許可の取消しを申し出た場合で、指定管理者が相

当の理由があると認めたとき 半額 
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（５）つつじが丘総合公園を使用しようとする日の３日前の日（その日が休場日に当たるときは、

その日後においてその日に最も近い休場日でない日）までにその使用許可の取消しを申請し、

指定管理者が取消しをした場合 全額 

（６）市長が特別の理由があると認める場合 市長が認める額 

（工作物を保管した場合の公示等） 

第１２条 条例第１４条の３第１項第１号に定める掲示場所は、市役所の掲示場とする。 

２ 条例第１４条の３第２項の規則で定める様式は、保管工作物等一覧表（別記様式第１５号の

２）とする。 

３ 条例第１４条の６の規則で定める様式は、受領書（別記様式第１５号の３）とする。 

（届出書） 

第１３条 次の各号に掲げる届出は、それぞれ当該各号に定める届出書によらなければならない。 

（１）条例第１５条第１号の規定による届出 公園施設設置（占用）工事完了届（別記様式第１

６号） 

（２）条例第１５条第２号の規定による届出 公園施設（設置、管理、占用）廃止届（別記様式

第１７号） 

（３）条例第１５条第３号の規定による届出 都市公園原状回復届（別記様式第１８号） 

（４）条例第１５条第４号の規定による届出 公園受命工事完了届（別記様式第１９号） 

（５）条例第１５条第５号の規定による届出 所有権移転（抵当権設定）届（別記様式第２０号） 

（６）条例第１５条第６号の規定による届出 公園受命工事完了届（別記様式第２１号） 

（雑則） 

第１４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年２月２６日） 

この規則は、平成４年３月１日から施行する。 

附 則（平成４年３月１６日） 

この規則は、平成４年３月１９日から施行する。 

附 則（平成４年３月３０日） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成４年１０月１日

から施行する。 

附 則（平成５年１２月２１日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年３月１５日） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 
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附 則（平成８年３月２６日） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３０日） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月２８日） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年４月１日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年１０月５日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市都市公園条例施行規則第１１条第２項に規定する申請書は、

この規則の施行前に指定管理者の指定を行う場合の申請に用いることができる。 

附 則（平成２０年７月１日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例（平成２０年条例第４９号）附則第２項に規定

する指定管理者の指定その他これに係る必要な行為は、この規則の施行前においても、この規

則による改正後の和歌山市都市公園条例施行規則第１１条から第１３条までの規定の例により

行うことができる。 

附 則（平成２４年３月２３日）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日） 

この規則は、和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２４号）の施行

の日から施行する。ただし、第７条第１項の改正規定は、平成２７年４月１日から施行する。 

（施行の日＝平成２７年９月１日） 

附 則（平成２７年７月１６日） 

この規則は、和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２４号）の施行

の日から施行する。 

（施行の日＝平成２７年９月１日） 

附 則（平成２８年３月２８日） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
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（和歌山自然観察の森条例施行規則の廃止） 

２ 和歌山自然観察の森条例施行規則（平成３年規則第４０号）は、廃止する。 

（和歌山市四季の郷公園条例施行規則の廃止） 

３ 和歌山市四季の郷公園条例施行規則（平成７年規則第３６号）は、廃止する。 

附 則（平成３１年３月２２日） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年９月２８日）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２７日） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（和歌山市立つつじが丘テニスコート条例施行規則の廃止） 

２ 和歌山市立つつじが丘テニスコート条例施行規則（平成３０年規則第３９号）は、廃止する。 

附 則（令和６年１１月２５日） 

この規則は、令和６年１２月７日から施行する。 

附 則（令和７年９月３日） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別記様式第１号（第２条関係） 

別記様式第２号（第２条関係） 

別記様式第３号（第２条関係） 

別記様式第４号（第２条関係） 

別記様式第５号（第２条関係） 

別記様式第６号（第２条関係） 

別記様式第７号（第２条関係） 

別記様式第８号（第２条関係） 

別記様式第９号（第２条関係） 

別記様式第１０号（第２条関係） 

別記様式第１１号（第４条関係） 

別記様式第１２号（第４条関係） 

別記様式第１２号の２（第５条関係） 

別記様式第１３号（第５条関係） 

別記様式第１４号（第７条関係） 

別記様式第１５号（第８条関係） 

別記様式第１５号の２（第１２条関係） 

別記様式第１５号の３（第１２条関係） 

別記様式第１６号（第１３条関係） 

別記様式第１７号（第１３条関係） 

別記様式第１８号（第１３条関係） 

別記様式第１９号（第１３条関係） 

別記様式第２０号（第１３条関係） 

別記様式第２１号（第１３条関係） 

 


